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１ 計画の目的

この計画は、中期的な財政収支の見通しを立てることによって、将来の財政運

営の健全性を確保するための目標値を明らかにするとともに総合計画及び実施計

画に掲げられている施策・事業を実施する上での財政的な裏付けとすることを目

的として、和光市健全な財政運営に関する条例（平成２４年条例第２８号。以下

「条例」という。）第１６条第１項に基づき策定したものである。

２ 計画の位置づけ

この計画は、市が計画的かつ効率的な財政運営を行っていくために達成すべき

目標を定めた財政運営の基本的な指針であり、総合計画及び実施計画に基づく施

策を実現するに当たって財政的な裏付けとなるものである。

３ 基本的な考え方

(1) 計画期間

令和６年度から令和１０度までの５年間とする。

(2) 対象の会計

地方公営企業法が適用される水道事業会計及び下水道事業会計を除く、一般

会計及び特別会計（国民健康保険特別会計、後期高齢者医療特別会計、介護保

険特別会計、和光都市計画事業和光市駅北口土地区画整理事業特別会計）を対

象とする。

(3) 計画の見直し

条例第１６条第１項に基づき、毎年度、経済動向や国の施策の変更等を踏ま

えて計画額等の見直しを行うものとする。

(4) 推計方法

一般会計及び特別会計の歳入歳出見込額の推計方法は、令和５年度当初予算

額を基礎に、次頁の「一般会計及び特別会計の歳入歳出見込額の推計方法」に

従い推計する。

財政調整基金及び特定目的基金の現在高見込額については、令和４年度末時

点の現在高見込額を基礎に、過去の実績額や今後の見込等を考慮して決算ベー

スで推計するものとする。

地方債の現在高見込額については、令和４年度末時点の現在高見込額を基礎

に、歳入歳出見込額で推計された市債及び公債費（うち元金償還額）の金額を

考慮して推計する。

財政運営判断指標の見込みについては、推計された歳入歳出見込額、財政調

整基金及び特定目的基金の現在高見込額、地方債の現在高見込額を基礎に、過

去の実績額等を考慮して推計する。
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〔一般会計及び特別会計の歳入歳出見込額の推計方法〕

※一般会計における各区分の分類は、地方財政状況調査の分類に準ずる。

区 分 推 計 方 法

一

般

会

計

（

歳

入
）

市 税
令和５年度当初予算額を基礎に、税制改正や人口推計等の

変動要因を考慮して推計する。

繰 入 金 過去の実績額や今後の見込等を考慮して推計する。

繰 越 金 令和５年度当初予算額を基礎に推計する。

その他の収入
令和５年度当初予算額を基礎に、今後の見込等を考慮して

推計する。

地方譲与税等 令和５年度当初予算額を基礎に推計する。

地方交付税
普通交付税は計上しないこととし、特別交付税は令和５年

度当初予算額を基礎に推計する。

国・県支出金
社会保障制度等については、現行制度を前提とし、過去の

実績額や歳出見込額等を考慮して推計する。

地方債 (市債 )
令和６年度以降については、歳出の投資的経費を基礎に、

今後の見込等を考慮して推計する。

一

般

会

計

（

歳

出
）

人 件 費
令和５年度当初予算額を基礎に、職員の年齢構成の変動や

職員定数の増員等を考慮して推計する。

扶 助 費
社会保障制度等については、現行制度を前提として過去の

実績額や人口推計等を考慮して推計する。

公 債 費

令和５年度以降の借入条件については、事業内容に応じて

償還期間を設定し、支払い方法は元金均等方式、利率は１．

０％で推計する。

償還期間：5 年(-)、10 年(-)、15 年(2 年)、20 年(2 年)
( )内の数値は据置き期間。

物件費／補助費等

／その他の経費

令和５年度当初予算額を基礎に、今後の見込等を考慮して

推計する。

積 立 金 運用利子分のほか、過去の実績額等を考慮して推計する。

繰 出 金 各特別会計の歳入歳出見込額を考慮して推計する。

投資的経費 過去の実績額や今後の見込等を考慮して推計する。

各特別会計
特別会計における各制度については、現行制度を前提と

し、過去の実績額等を考慮して推計する。



４　中期財政計画

　(1)　一般会計及び特別会計の歳入歳出見込額

　　①　一般会計の歳入歳出見込額

（ 歳　入 ） (単位：百万円)

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度
当初予算額 計　画　額 計　画　額 計　画　額 計　画　額 計　画　額

19,035 18,457 18,596 18,873 18,896 18,856

市 税 16,070 16,188 16,305 16,427 16,588 16,714

繰 入 金 1,671 975 997 1,154 1,012 927

繰 越 金 450 450 450 450 450 450

そ の 他 の 収 入 844 844 844 842 846 765

12,469 11,080 11,550 14,269 14,026 14,402

地 方 譲 与 税 等 2,036 2,140 2,140 2,140 2,140 2,140

地 方 交 付 税 10 10 10 10 10 10

国 ・ 県 支 出 金 7,962 8,005 8,408 10,345 10,047 10,383

地 方 債 2,461 925 992 1,774 1,829 1,869

31,504 29,537 30,146 33,142 32,922 33,258

（ 歳　出 ） (単位：百万円)

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度
当初予算額 計　画　額 計　画　額 計　画　額 計　画　額 計　画　額

16,318 16,611 16,772 16,947 17,050 17,168

人 件 費 4,724 4,795 4,888 4,931 4,975 4,990

扶 助 費 9,483 9,632 9,787 9,949 10,117 10,293

公 債 費 2,111 2,184 2,097 2,067 1,958 1,885

(うち元金償還額） （2,038） （2,101） （2,015） （1,977） （1,860） （1,778）

5,834 5,853 5,807 5,980 6,069 5,786

2,672 2,786 2,689 2,626 2,760 3,036

9 11 11 11 11 11

2,206 2,078 2,234 2,289 2,370 2,437

4,315 2,048 2,483 5,139 4,512 4,670

150 150 150 150 150 150

31,504 29,537 30,146 33,142 32,922 33,258

　　②　特別会計の歳入歳出見込額
(単位：百万円)

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度
当初予算額 計　画　額 計　画　額 計　画　額 計　画　額 計　画　額

6,352 6,266 6,286 6,340 6,401 6,464

918 964 1,013 1,064 1,117 1,174

4,513 4,546 4,727 4,914 5,109 5,312

1,008 1,638 1,676 1,660 1,046 457

12,791 13,414 13,702 13,978 13,673 13,407

区 分

区 分

区 分

合計

合計

国民健康保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

介 護 保 険 特 別 会 計

和光都市計画事業和光市駅北口
土地区画整理事業特別会計

補 助 費 等

積 立 金

繰 出 金

投 資 的 経 費

そ の 他 の 経 費

自 主 財 源

依 存 財 源

合計

義 務 的 経 費

物 件 費
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　(2)　財政調整基金及び特定目的基金の現在高見込額

　　①　一般会計に係る基金（決算ベースで作成）
(単位：百万円)

令和5年度末 令和6年度末 令和7年度末 令和8年度末 令和9年度末 令和10年度末
見　込　額 見　込　額 見　込　額 見　込　額 見　込　額 見　込　額

1,435 1,390 1,374 1,250 1,218 1,271

1,853 1,864 1,825 1,736 1,697 1,658

学 校 建 設 基 金 0 0 0 0 0 0

市 債 管 理 基 金 0 0 0 0 0 0

学校教育施設整備基金 1,206 1,206 1,206 1,206 1,206 1,206

公共用地取得事業基金 124 124 124 124 124 124

公 共 施 設 整 備 基 金 184 184 184 184 184 184

都 市 基 盤 整 備 基 金 288 288 238 138 88 38

ま ち づ く り 基 金 18 18 18 18 18 18

森林環境譲与税基金 33 44 55 66 77 88

3,288 3,254 3,199 2,986 2,915 2,929

　　②　特別会計に係る基金
(単位：百万円)

令和5年度末 令和6年度末 令和7年度末 令和8年度末 令和9年度末 令和10年度末
見　込　額 見　込　額 見　込　額 見　込　額 見　込　額 見　込　額

1,094 952 761 514 384 192

136 176 216 116 156 196

5 5 5 5 5 5

1,235 1,133 982 635 545 393

　(3)　地方債の現在高見込額
(単位：百万円)

令和5年度末 令和6年度末 令和7年度末 令和8年度末 令和9年度末 令和10年度末
見　込　額 見　込　額 見　込　額 見　込　額 見　込　額 見　込　額

16,128 14,951 13,928 13,725 13,694 13,786

2,913 3,224 3,496 3,733 3,614 3,263

19,041 18,175 17,424 17,458 17,308 17,049

　(4)　財政運営判断指標の見込み
(単位：％)

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度
見  込 見  込 見  込 見  込 見  込 見  込

94.7 95.0 94.4 94.9 95.2 94.6

8.3 8.0 7.8 7.0 6.8 7.0

108.9 102.9 97.7 97.1 95.4 93.1

219,357 208,233 198,422 197,845 195,032 190,929

5.2 6.6 7.9 8.7 9.2 9.6

43.5 44.7 48.8 65.5 84.8 84.4

△ 2,376,206 △ 34,129 △ 55,456 △ 212,537 △ 71,038 13,904

基 金 名 称

基 金 名 称

区 分

区 分

人 口 １ 人 当 た り の
地 方 債 現 在 高 （ 円 ）

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

特定目的基金を含めた
実質単年度収支（千円）

合計

（注）地方公営企業法が適用される水道事業会計及び下水道事業会計を除く。

経 常 収 支 比 率

財 政 調 整 基 金 比 率

地 方 債 残 高 比 率

介護保険介護給付費準備基金

介護保険高額介護サービス費等
一部負担金に係る資金貸付基金

合計

一般会計に係る地方債

特別会計
(注)

に係る地方債

財 政 調 整 基 金

特 定 目 的 基 金

合計

国民健康保険財政調整基金
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　(5)　財政運営判断指標の目標値
(単位：％)

80.0以下

10.0以上

100.0以下

195,000以下

3.0以下

20.0以下

50,000以上

　(6)　概要と課題

　本市では、総合計画に掲げる将来都市像の実現に向けて、和光市健全な財政運営に
関する条例に基づき中期的な財政収支の見通しを立て、将来における財政運営の健全
性を確保するための目標値を示し、財政の健全性を保ちながら計画的かつ効率的に施
策を実施していくこととしている。
　新型コロナウイルス感染症の収束が見えない中で、ロシアのウクライナ侵攻に端を
発する不安定な世界情勢からエネルギー価格・物価の高騰が続いており、経済社会へ
の懸念が高まっている。そうした現状に対し、国は『経済財政運営と改革の基本方針
２０２２』の中で経済社会の構造をより強靭で持続可能なものにしていくために、成
長と分配の好循環を促進し、新しい資本主義に向けた改革を謳っている。
　そのような中で編成した令和５年度当初予算の市税については、個人市民税が納税
義務者数の増加等により堅調に増加し、固定資産税についても、商業地等の課税標準
上昇緩和措置の終了等により増加が見込まれる。また、今後の市税推移についても、
第５次和光市総合振興計画の人口推計が示すように将来的な人口増加に伴い、増加し
ていく見込みである。
　しかしながら、急速な高齢化の進行により社会保障関係経費は増加の一途をたどっ
ている。また、エネルギー価格・物価上昇等の影響により経常的経費が増加し、財政
運営への圧力が高まる中で、駅の北側を中心とした都市基盤整備や公共施設の老朽化
対策などの投資的経費も今後増大していくことが見込まれる。
　将来世代に過度な負担を残すことなく安定した財政運営を行うためには、事務事業
の見直しにより経常的支出の縮減を図るとともに、限られた財源を「選択と集中」の
考えのもと有効に活用していかなければならない。

特定目的基金を含めた
実質単年度収支（千円）

過去の実績額及び実質単年度収支を黒字化したうえで
基金を着実に増加させることを踏まえて設定

区 分 目  標  値 目標値設定の方針

人 口 １ 人 当 た り の
地 方 債 現 在 高 （ 円 ）

将来世代に過度な負担を残すことのない安定した財政
運営を実現すること及び地方債残高比率を100.0以下
とすること等を勘案して設定

実 質 公 債 費 比 率
公債費の過度な負担による財政の硬直化を防止するこ
と及び埼玉県内の状況等を勘案して設定

将 来 負 担 比 率
実質的な負債の増加を防止すること及び埼玉県内の状
況等を勘案して設定

財政の硬直化を改善すること及び埼玉県内の状況等を
勘案して設定

財 政 調 整 基 金 比 率
経済事情の著しい変動や災害発生等に伴う不測の支出
に対応するために必要な資金を確保すること及び埼玉
県内の状況等を勘案して設定

地 方 債 残 高 比 率
将来世代に過度な負担を残すことのない安定した財政
運営を実現すること及び埼玉県内の状況等を勘案して
設定

経 常 収 支 比 率
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